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都心再開発は，地域に大きな影響を与えるため，その影響を事前に把握する必要がある．我が国では，

「市街地再開発事業の費用便益分析マニュアル案」が整備され，そこではヘドニックアプローチによって

市街地再開発事業の便益を計測することが推奨されている．本研究では，今後都心再開発が予定されてい

る三宮を対象として，大規模なオフィス賃料データから得られる建物属性と立地属性，駅の乗降者数や従

業者数など，様々な説明変数を用いてヘドニックモデルを構築し，都心再開発がオフィス賃料に与える影

響のシナリオ分析を行うことを目的とする． 
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1. はじめに 

 

近年，東京の丸の内や虎ノ門，赤坂・神谷町周辺，大

阪のうめきた2期，神戸三宮など各地で都心再開発が進

められている．都心再開発は，企業や商店の立地，容積

率等の規制を変化させ，それによって買い物と通勤のパ

ターン，オフィスや住宅の需要供給を変化させるという

意味で，地域に大きな影響を与える． 

このような影響を事前に把握するために，我が国では，

「市街地再開発事業の費用便益分析マニュアル案」が整

備され，そこではヘドニックアプローチによって市街地

再開発事業の便益を計測することが推奨されている．本

研究では，今後都心再開発が予定されている三宮を対象

として，大規模なオフィス賃料データから得られる建物

属性と立地属性，駅の乗降者数や従業者数など，様々な

説明変数を用いてヘドニックモデルを構築し，都心再開

発がオフィス賃料に与える影響のシナリオ分析を行うこ

とを目的とする． 

以下，第2節では本研究で対象とする三宮再開発の概

要を述べる．第3節ではヘドニックモデル構築のための

データを説明する．その後第4節では用いるモデルを説

明し，第5節で分析結果を考察する．最後に第6節で本研

究をまとめる． 

 

2. 三宮再開発について 

 

神戸は阪神・淡路大震災以降，復旧・復興を最優先で

進めてきたため，大阪や京都等，他都市に比べ再開発が

遅れてきた．近年，若者を中心に人口流出が続き，イン

バウンドの取り込みも大阪や京都など他都市と比べると

遅れているのが現状である． 

2011年にJR西日本がJR三宮駅のリニューアルと三宮タ

ーミナルビルの建て替えを検討していることが報じられ

工事が開始されたのを皮切りに，2015年には神戸市が

「神戸の都心の未来の姿[将来ビジョン]」及び「三宮周

辺地区の『再整備基本構想』」を策定．2030年までの駅

前の利便性の向上，地域全体の魅力の向上を目的に，人

と公共交通優先の道路空間『三宮クロススクエア』やバ

スターミナルの整備など様々な空間再整備事項が盛り込

まれた．2018年には「神戸三宮『えき≈まち空間』基本

計画」を発表し，本格的な再開発に乗り出すことが予定

されている．  

 

3. 対象地域とデータ 

 

本研究では，CSIS共同研究(JoRAS)で入手したアット

ホームの「不動産データライブラリー 戸データ 全国 

2013-2017 データセット」の貸店舗データを用いる．本
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データには2013年1月から2017年12月に登録されたオフ

ィス・店舗の物件賃料や建物特性や立地条件が記載され

ている．残念ながら，オフィスと店舗を区別することは

できない． 

再開発の影響は空間的に広く及ぶと考えられるが，本

研究ではそのうち主要な影響が帰着すると想定できる兵

庫県内に立地する物件（淡路島内に立地する物件は除く）

を対象とする．異常値を含むデータを除外し，46,660件

のデータを得た．賃料は，管理費と共益費を加えたもの

として定義する． 

以下，各種説明変数について述べる． 

 

(1) アクセシビリティ指標 

再開発によってオフィスや店舗の供給床面積が増加す

る．これにより従業者の分布が変化することとなる．唐

渡 (2006) は，地区 𝑗 に立地した企業の生産関数に実行労

働力を入れる形の経済モデルを構築した． 

今，企業が立地している町丁目区画ごとに業務の効率

性に差異があると想定する．地区 𝑗 に立地した企業が生

産活動で利用する実効労働力を以下のように定義する． 

𝒍𝒋 = 𝜸𝒋𝒏 (𝟏) 

ここで，𝛾𝑗は地区 j に立地した企業の労働効率性指標，n

は個々の企業の雇用量である．一般に企業間の取引や情

報交換などは対面接触によってなされる場合が多い．他

企業との対面的な接触が重要と考えれば，多くの企業が

集積する地点や場所にアクセスしやすい地点に立地する

ことで，移動する時間費用の節約ができ，労働者の業務

効率が改善される．それぞれの地区における集積の経済

効果によって業務効率が異なることを効率性指標関数を

用いて以下のように示す． 

𝛾𝑗 = 𝛾(𝑁𝑗 , 𝑀𝑗) (2) 

𝑁𝑗は地区 jの労働者数であり，𝑀𝑗は地区 j以外の労働者

数を任意の地区 k までの距離𝑑𝑗𝑘で割引いたものを全て

の地区について合計したものとして定義している．すな

わち都市全体の労働者数と近接性が労働効率を高めると

想定して，以下のように定義している． 

𝑀𝑗 = �̃�(𝑁1, 𝑁2, … , 𝑁𝑗−1, 𝑁𝑗+1, … , 𝑁𝑗) = ∑
𝑁𝑘

𝑑𝑗𝑘
𝛿

𝑗

𝑘≠𝑗

(3) 

𝑀𝑗は自地域の労働者数𝑁𝑗を含まないものとして定義

し，地区内部の移動時間と地区間の移動時間は質的に異

なるものとして区別している． 

式 (1)，式 (2) によって，企業の集積が生産性を増加さ

せるということを表現している．企業は，コブ＝ダグラ

ス型生産関数を持つと仮定されている． 

 

(2) 鉄道駅特急停車ダミー 

 オフィス・店舗の立地条件において鉄道駅から近い方

が需要があることは明らかといえるが，普通列車のみが

止まる駅よりも，快速列車が停車するような主要駅近辺

に立地する方が，乗り継ぎの必要がないためより需要が

あると考えられる．本研究では，『駅探』のデータから

鉄道駅特急停車ダミーを作成する．すなわち，普通，準

急，区間準急のいずれかしか止まらない鉄道駅を 1，残

りの鉄道駅を 0として鉄道駅停車ダミー変数をモデルに

加えることで，駅における鉄道サービスの違いを考慮す

る． 

 

(3) その他の説明変数 

 その他の説明変数には建物属性として建物構造ダミー，

建物面積，建物階層，築年数ダミーを用いる．建物構造

ダミーは RC構造もしくは鉄構造を 1とし，それ以外の

建物構造（木造，SRCや軽量鉄骨造など）を 0とするダ

ミー変数である．また築年数ダミーは 1900~1970 年のも

のを0，1971~1980年を1，1981~1990年を2，1991~2000年

を 3，2001~2010年を 4，2011年以降の物件を 5とした． 

立地属性として最寄り駅までの距離，容積率，全面道路

幅員ダミー，最寄市町村役場までの距離，三宮or大阪ダ

ミー，最寄主要都市までの距離を用いる．最寄り駅まで

の距離は各物件から鉄道駅までのポイント間距離として

いる．容積率は各町丁目毎に定められた数値を用いてい

る．前面道路幅員ダミーは物件の最も近い距離に位置す

る道路(高速道路を省く)の道路幅員を用いて，13m 以上

のものを 0，5.5m~13mのものを 1，5.5m以下のものを 2

と表している．最寄市区町村役場までの距離は最寄り駅

までの距離と同様に，市区町村役場から各物件までのポ

イント間距離を用いた．三宮or大阪ダミーは三宮駅もし

くは大阪駅のどちらが近いかを表し，大阪に近い方を 0，

三宮に近い方を 1とし，近い方の都市までの距離を最寄

主要都市までの距離としている． 

以上の変数以外の説明変数として上述した町丁目毎の

従業者数，アクセシビリティ指標と鉄道駅特急停車ダミ

ーを用いている．これらの変数の記述統計を表－1 に示

す． 
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4. 分析手法 

 

本研究では，八田・唐渡 (2007) を参考に，以下の賃料

関数と一人当たり床面積（�̃�𝑖,𝑗）需要関数の連立方程式

を同時推計する． 

ln 𝑅𝑖,𝑗 = 𝜷𝑧
′ 𝒁𝑖 + 𝛽𝑁𝑁𝑗 + 𝛽𝑀𝑀𝑗 + 𝑢𝑖,𝑗 (4) 

ln �̃�𝑖,𝑗 = −(𝜷𝑧
′ 𝒁𝑖 + 𝛽𝑁𝑁𝑗 + 𝛽𝑀𝑀𝑗) + 𝑣𝑖,𝑗 (5) 

𝑅𝑖,𝑗は各物件iの賃料で，𝒁𝑖は従業者数・アクセシビリ

ティ指標以外の各説明変数ベクトル，𝑢𝑖,𝑗，𝑣𝑖,𝑗は撹乱項

を示している．𝑁𝑗，𝑀𝑗は内生変数となるため，1期前変

数を操作変数とする三段階最小二乗法によりパラメータ

を用いる．式 (4)および(5)式には需給均衡の制約条件が

課せられていると考えることができる．式 (4) を個別に

OLS推計せずに，式(5) と同時推計することにより，生産

関数の構造パラメータを復元することができる． 

 

5. 推定結果 

 

(1) パラメータ推定結果 

表－2に三段階最小二乗法による推定結果のうち式(5)

の結果を示す．推定値は概ね統計的に有意であり，符号

も直感と整合している（この結果にマイナスをつけたも

のが，式(4)の推定結果である）． 

説明変数の中でも築年数や前面道路幅員，鉄道駅停車

ダミーは賃料に与える影響が大きいことがわかり，一方

で最寄り駅距離までの距離や企業集積によるアクセシビ

リティ指標は相対的に与える影響は大きくないといえる．

そして特急や快速が止まるような主要駅である方が賃料

が上昇する傾向にあるという結果が得られた． 

 

(2) シナリオ分析 

 このモデルを用いて各種シナリオ分析を行う．三宮

再開発において特に大きな事業といえるのが，公共事業

では雲井通5,6丁目のバスターミナル整備であり，民間

事業では神戸阪急ビル東館建設とJR三宮ターミナルビル

の解体及び駅ビル開発である．これらの整備においてオ

フィス・店舗の床面積が約10万平米の大幅な増加が計画

されている．このオフィス・店舗の床面積の増加による
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従業者数の増加が賃料に与える影響を分析する． 

ここでは一例として，前述した施設が開発される予定

地の町丁目区画の従業者が，床面積が増えた分だけ一人

床面積に即して増加すると仮定し，増加した従業者数を

他の町丁目区画の従業者数から区画ごとに重みづけして

減ると仮定する．再開発による従業者構造の変化後と変

化前の各物件のデータから予測される賃料を比較するこ

とで生まれる賃料の差額から再開発による影響を考察す

る．この予測において従業者構造の変化が発生するため，

従業者数と企業集積によるアクセシビリティ指標が変化

する．その結果を表－3に示している． 

 この結果から再開発前後で賃料の平均は約7000円程上

昇しており，再開発の効果がみられる．また，三宮周辺

におけるオフィス・店舗の分布と賃料予測による再開発

前後の賃料の変化を図－1，図－2に示した． シンボル

の色が濃いものが賃料変化が正に生じたものであり，色 

の薄いものが賃料に変化がない，もしくは負に生じたこ 

とを示しており，三宮周辺の物件は全体的に賃料が上昇

したことがわかる一方，JR神戸駅より西側と，阪急王子

公園駅より東にかけて物件の賃料は減少傾向にあること 

がわかる．神戸市が発表している『三宮周辺地区の再整

整備構想』では三宮駅から半径500mの範囲，『神戸の

都心の未来の姿[将来ビジョン]』では神戸駅から生田川

までの範囲を対象としているが，賃料予測では王子公園

にまで影響が生じており，想定以上の再開発の影響が見

られ，再開発による三宮周辺の需要の増加が示された．  

 

表－3 モデルを用いた賃料予測 

6. おわりに 

本研究では，今後都心再開発が予定されている三宮を

対象として，大規模なオフィス賃料データから得られる

建物属性と立地属性，駅の乗降者数や従業者数など，

様々な説明変数を用いてヘドニックモデルを構築し，都

心再開発がオフィス賃料に与える影響のシナリオの一例

を示した． 

今後，アクセシビリティ指標を改良しながら，様々な

設定下で現実的なシナリオ分析を行っていく予定である． 
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